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Forward Looking型CGEモデル
削減 経済 産業 影響25%削減の経済・産業への影響

大阪大学 伴 金美

環境経済・政策学会

2010年9月11日

入力 GDP、人口、エネルギー価格

二酸化炭素削減評価モデルの構造

技術モデル

入力 、人 、 ネルギ 価格
活動量（粗鋼生産、貨物輸送量）
技術コスト

出力 エネルギー需要
CO2排出量、限界削減費用

経済モデル
フィードバックがない

入力 CO2排出量、限界削減費用

出力 GDP、消費、投資、輸出入
産業生産量、所得、価格

経済 デル

IPCC AR4の20モデルうち、13モデルは1部門マクロモデル (Table 11.5)
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変遷する政府のエネルギー需給見通し
マクロフレームとの分離

長期エネルギー需給見通し
平成20年5月

長期エネルギー需給見通し
努力継続

平成21年8月

2030年エネルギー需給の姿
最大導入

平成22年6月

2007 2020 2030 2007 2,020 2030 2007 2020 2030

ク ム

GDP 549 722 814 549 656 739 549 732

マクロフレーム CO2 1,218 1,026 897 1,218 981 840 1,218 730

Steel 121,511 11,966 11,925 121,511 11,966 11,925 121,511 11,925

エネルギー供給
ktoe

Oil 262 227 201 262 208 185 262 159

Gas 105 79 73 105 89 71 105 81

Coal 130 110 95 130 107 92 130 88

Nuclear 60 99 99 60 99 107 60 122

Renewable 35 56 59 35 50 60 35 67

Total 592 571 527 592 553 515 592 517

電力
億kWh

Oil 1,356 560 389 1,356 485 363 1,356 205

Gas 2,822 2,013 1,463 2,822 2,311 1,371 2,822 1,357

Coal 2,605 2,006 1,481 2,605 1,905 1,346 2,605 1,131

Nuclear 2,638 4,374 4,374 2,638 4,345 4,695 2,638 5,366億 Nuclear 2,638 4,374 4,374 2,638 4,345 4,695 2,638 5,366

Renewable 884 1,096 1,201 884 1,414 1,871 884 2,140

Total 10,305 10,049 8,908 10,305 10,460 9,646 10,305 10,199

GDP成長率 2.1% 1.7% 1.4% 1.3% 1.3%

エネルギー供給／GDP -2.4% -2.2% -1.9% -1.9% -1.8%

CO2/エネルギー供給 -1.0% -0.8% -1.1% -1.0% -1.6%

CO2増加率 -1.3% -1.3% -1.7% -1.6% -2.2%

平成20年から平成21年にかけて、エネルギー需給見通しが
マクロ経済の動向と切り離されて試算されるようになった。 32010/9/11 環境経済・政策学会

高すぎる限界削減費用の試算

RITE世界モデルによる 日米欧の限界削減費用

日本25%削減
$476/tCO2$476/tCO2

EU30%削減EU30%削減
$200/tCO2

タスクフォース(平成21年11月29日)参考資料２－２
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技術モデルの限界削減費用が高い理由
投資回収年数の想定は適切か

積み上げ技術費用の積算式

設備費／投資回収年数＋年間運転・維持費用＋年間燃料費

投資回年数（投資家としての主観的数値）

投資回収年数

発電部門 10～6.7年

その他エネルギー転換部門 7～4.7年

エネルギー多消費産業 10～6.7年

運輸部門 5～3.3年

運輸部門（環境配慮型購買層） 10年

民生部門 3～2年

例：2020年における太陽光発電の限界削減費用$300～$400/tCO2

秋元圭吾、RITEのモデル分析および中期目標に対する論点とその見解、
2010年7月7日、環境経済モデル研究会、日経センター
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Global GHG Abatement Cost in 2020
McKinsey, 2010, Pathway to a Low‐Carbon Economy
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EU委員会の試算

Energy‐related costs and CO2 emissions by The PRIMES model

EU Commission, Analysis of options to move beyond 20% greenhouse 
gas emission reductions and assessing the risk of carbon leakage: 
Background information and analysis, May 2010.
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Forward Looking型動学モデル

Ramsey型最適成長モデル
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Forward Looking or Recursive Dynamic

1. Forward Looking(Intertemporal Optimization ) model

 貯蓄・投資は、計画期間(2005年～2020年）の効用が二酸化炭素
排出制約下で最大となるように内生的に決まる。

 投資は、投資費用が将来得られる利益を上回るとき実施される。

 したがって、投資が利益をもたらすと判断されれば、消費を減らし
てでも投資を実行する。

2. Recursive dynamic  (Backward Looking) model

 貯蓄率は外生的、あるいは過去の経済に依存して決まる。
 家計や企業は将来の予測を持たず、１年限りの視野で動く。
 投資が増加するには、当期の所得が増加することが必要。

92010/9/11 環境経済・政策学会

動学的定常性(均斉成長)を仮定

動学的定常状態
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動学的均衡になければモデルは発散する
ことから解けない。モデルでは、2005年か
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  0,  tttt YPWRKc

相補問題(Complementarity Problem)
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排出量取引の相補問題による解

p
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エネルギー

トップダウン型技術選択
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エネルギー 既存技術

新エネルギー技術

ボトムアップ型技術選択モデル
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財・産業分類
財・サービス分類 産業分類

1 agr 農林水産業 1 agr 農林水産業

2 coal 石炭 2 f_f 石炭・原油・天然ガス

3 oil 原油 3 fdp 食料品・飲料
4 gas 天然ガス 4 tex 繊維製品

5 fdp 食料品・飲料 5 wpp パルプ・紙・木製品

6 tex 繊維製品 6 chm 化学製品
7 wpp パルプ・紙・木製品 7 p_p 石油製品

8 chm 化学製品 8 c_p 石炭製品

9 o_gas ガソリン・軽油 9 plr プラスチック・ゴム
10 o_ker 灯油 10 gsc 窯業・土石

11 o_lpg LPG 11 i_s 鉄鋼

12 o_hev その他石油製品 12 mtl 非鉄金属・金属製品

13 c_p 石炭製品 13 ome 一般機械

14 plr プラスチック・ゴム 14 ele 電気機械

15 gsc 窯業・土石 15 trn 輸送機械
16 i_s 鉄鋼 16 omf その他製造業

17 mtl 非鉄金属・金属製品 17 cns 建設

18 ome 一般機械 18 e_f 火力発電
19 ele 電気機械 19 e_n 原子力発電

20 trn 輸送機械 20 e_h 水力・その他発電

21 omf その他製造業 21 g_h ガス・熱供給
22 cns 建設 22 wts 水道

23 ely 電力 23 wst 廃棄物処理

24 g_h ガス・熱供給 24 trd 卸売・小売
25 wts 水道 25 fin 金融・保健

廃棄物処 鉄道輸送26 wst 廃棄物処理 26 ttp 鉄道輸送
27 trd 卸売・小売 27 rtp 道路輸送

28 fin 金融・保健 28 otp 自家輸送

29 ttp 鉄道輸送 29 wtp 水運
30 rtp 道路輸送 30 atp 航空輸送

31 otp 自家輸送 31 ots その他輸送サービス

32 wtp 水運 32 cmn 通信・放送・情報サービス

33 atp 航空輸送 33 e_r 教育・研究

34 ots その他輸送サービス 34 mhs 医療・保健・福祉

35 cmn 通信・放送・情報サービス 35 bsrv 対事業所サービス

36 e_r 教育・研究 36 psrv 対個人サービス
37 mhs 医療・保健・福祉 37 gsrv 政府サービス

38 bsrv 対事業所サービス 38 nely 新エネ発電

39 psrv 対個人サービス

40 gsrv 政府サービス 二酸化炭素を発生させる財・サービス
152010/9/11 環境経済・政策学会

生産構造（非電力）

生産
0

80~40

労働

エネルギー資本

中間投入

8.0~4.0KEL

8.0KE

化石燃料 電力

二酸化炭素化石燃料

8.02.0 EE

0

162010/9/11 環境経済・政策学会



2010/9/12

5

生産構造（電力）
発電

既存発電 新エネ発電
00



中間投入資本労働

水力・地熱原子力火力

4.0KEL

00

1

設置領域

火力 0

8.0KE中間投入
労働

石炭 資本石油ガス

石炭 二酸化炭素

0
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代替弾力性パラメータ
標準ケース 代替ケース

農林水産業 0 8 0 8 0 8 0 4 0 4 0 4

KEL KE EE
KEL KE EE

農林水産業 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4
石炭・原油・天然ガス 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4
食料品・飲料 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4
繊維製品 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4
パルプ・紙・木製品 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4
化学製品 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4
石油製品 0.8 0.8 0.2 0.4 0.4 0.2
石炭製品 0.8 0.8 0.2 0.4 0.4 0.2
プラスチック・ゴム 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4
窯業・土石 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4窯業 土石 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4
鉄鋼 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4
非鉄金属・金属製品 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4
一般機械 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4
電気機械 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4
輸送機械 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4
その他製造業 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4
建設 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.8
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標準ケース 代替ケース

火力発電 0.4 0.8 0.0 0.4 0.4 0.0

KEL KE EEKEL KE EE

代替弾力性パラメータ (2)

火力発電
原子力発電 0.4 0.8 0.0 0.4 0.4 0.0
水力・その他発電 0.4 0.8 0.0 0.4 0.4 0.0
ガス・熱供給 0.4 0.8 0.2 0.4 0.4 0.2
水道 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.8
廃棄物処理 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.8
卸売・小売 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.8
金融・保健 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.8
鉄道輸送 0.4 0.8 0.4 0.4 0.4 0.4
道路輸送 0.4 0.8 0.2 0.4 0.4 0.2
自家輸送 0.4 0.8 0.2 0.4 0.4 0.2
水運 0 4 0 8 0 2 0 4 0 4 0 2水運 0.4 0.8 0.2 0.4 0.4 0.2
航空輸送 0.4 0.8 0.2 0.4 0.4 0.2
その他輸送サービス 0.4 0.8 0.8 0.4 0.4 0.8
通信・放送・情報サービス 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.8
教育・研究 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.8
医療・保健・福祉 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.8
対事業所サービス 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.8
対個人サービス 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.8
政府サービス 0.8 0.8 0.8 0.4 0.4 0.8
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ベースラインシナリオ
項目 想定 備考

排出量(エネルギー起源、工業プロセス、廃棄物)の想定

「長期需給見通し」努力ケース 2020排出量1990年比△4% 内生

マクロ経済・エネルギーフレーム
労働力人口伸び率 年率Δ0.3% 外生

労働技術進歩率 年率1.5% 外生

均衡成長率 年率1.2% 内生

GDP当たり一次エネルギー供給改善率(TPE/GDP) 年率1.1% 内生

エネルギー当たり二酸化炭素排出量改善率
(CO2/TPE)

年率0.5% 内生

実質利子率（＝割引率） 年率5% 外生
資本減耗率 年率8% 外生

自然エネルギー（太陽光・風力）2020年
発電電力量 336億kWh 内生
設置費用の低減 年率4% 外生
設置領域の拡大 年率15% 外生

参考 2000～2006 年GDP
当たり脱炭素率：1.2%
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ベースラインケース

基準シナリオ 新成長戦略 二酸化炭素排出量

2005年価格兆円 2000年価格兆円 2000年価格兆円 百万トン

2005 506 537 537 1286 

2006 511 543 548 1300 

2007 517 549 561 1315 

2008 523 554 554 1330 

2009 529 561 525 1315 

2010 535 568 536 1303 

2011 541 574 546 1291 

2012 548 581 557 1282 

2013 555 589 568 1272 

2014 562 596 580 1262 

2015 569 603 591 1252 

2016 576 611 603 1243 

2017 583 618 615 1233 

2018 590 626 628 1224 

2019 597 634 640 1214 

2020 605 642 653 1205 
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代替シナリオ

項目 25%削減 15%削減 備考

技術固定ケース（2011年からの想定値）

自然エネルギ 発電量 557億kWh 335億kWh 内生自然エネルギー発電量 557億kWh 335億kWh 内生

イノベーション促進ケース(2011年からの想定値）

自然エネルギー発電量 1,347億kWh 801億kWh 内生

自然エネルギー固定買取制度 原価の50％ 原価の50％ 外生

設置費用の低減 年率8% 年率6% 外生設置費用の低減 年率8% 年率6% 外生

設置可能領域の積極的拡大（公共・大規模施
設屋上開放）

年率32.5% 年率25% 外生

低炭素型消費財への嗜好の変化 スライド#15
25%削減シナリオ

の半分
外生

222010/9/11 環境経済・政策学会

技術促進シナリオ

1. 新エネルギー（太陽光、風力）促進

 全量買取制度
 設置領域の拡大策
 設置費用の低減

2. 嗜好の変化

 省エネ型財・サービスへの支出シェアの上昇

232010/9/11 環境経済・政策学会

風力発電のコスト

設置場所
定格出力 基数 総出力 稼働年月 建設コスト 設置費用／KW

KW 基数 KW 百万円KW 基数 KW 百万円

久居榊原三重県津市榊原町 750 4 3,000 1999年5月 876 29.2

碁石ヶ峰・石川県中能登町高畠 600 1 600 1999年8月 247 41.2

輪島・輪島市下山町 600 5 3,000 2002年4月 1,046 34.9

東伊豆町・静岡県東伊豆町 600 3 1,800 2003年12月 518 28.8 

鳥取県企業局・鳥取市越路 1,000 3 3,000 2005年11月 800 26.7

北栄町・鳥取県北栄町 1,500 9 13,500 2005年12月 2,800 20.7

グリンパワー阿蘇熊本県西原村 1,750 10 17,500 2005年2月 2,800 16.0 

銚子洋上風力発電 2,000 3,330 166.5

1. 定格出力が同じでも、設置費用が低廉化している。
2. 定格出力が大きくなることによる低廉化。
3. 洋上風力（ＥＵ、中国で拡大）の可能性

242010/9/11 環境経済・政策学会
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風力発電のコスト(2)

総合資源エネルギー調査会 新エネルギー部会（第２９回）配付資
料 風力発電の現状について 平成20年11月25日

252010/9/11 環境経済・政策学会

太陽光発電コスト

新エネルギー･産業技術総合開発機構(2009年9月)「2030年に向けた太陽光発電
ロードマップ（PV2030）に関する見直し検討委員会」報告書 262010/9/11 環境経済・政策学会

風力発電設置可能容量

180 000

200,000

7,041

508

9 383

30,968

5,606
51,949

126,690

20 000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

設
備

容
量

（
万

KW
）

16,890 29,7339,383

0

20,000

8.5m/s以上 7.5m/s以上 6.5m/s以上

陸上 洋上・着床式 洋上・浮体式

環境省：平成21年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査(2010年3月）

272010/9/11 環境経済・政策学会

太陽光(非住宅)設置可能容量

3,500

4,000

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

,

設
備

容
量

(万
KW

)

0

庁舎 学校 文化施設 医療施設 上下水道 道の駅 産業施設

10KW以上 最大限 建材一体化

環境省：平成21年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査(2010年3月）
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の変化

低炭素型消費財への嗜好 変化

ype
n

i
iit








 







 

1
1

1

1支出関数



需要関数 y
p
py

p
ec i

it
i

i





















it

の変化

財分類 2005年 2020年 財分類 2005年 2020年
農林水産業 0.0208 0.0199 その他製造業 0.0249 0.0238 
石炭 0.0000 0.0000 建設 0.2008 0.2229 
原油 0.0000 0.0000 電力 0.0151 0.0144 
天然ガス 0.0000 0.0000 ガス・熱供給 0.0044 0.0042 
食料品・飲料 0.1484 0.1419 水道 0.0063 0.0060 
繊維製品 0.0281 0.0269 廃棄物処理 0.0008 0.0008 
パルプ・紙・木製品 0.0047 0.0045 卸売・小売 0.0025 0.0024 
化学製品 0.0191 0.0182 金融・保健 0.0410 0.0392 
ガソリン・軽油 0.0215 0.0205 鉄道輸送 0.0136 0.0130 
灯油 0.0052 0.0050 道路輸送 0.0142 0.0136 

:iP i財の価格

it

:e
:y

支出

所得





 







 

1
1

1
n

iit pp
LPG 0.0035 0.0033 自家輸送 0.0000 0.0000 
その他石油製品 0.0006 0.0006 水運 0.0004 0.0004 
石炭製品 0.0000 0.0000 航空輸送 0.0071 0.0068 
プラスチック・ゴム 0.0052 0.0050 その他輸送サービス 0.0067 0.0064 
窯業・土石 0.0015 0.0014 通信・放送・情報サービス 0.0433 0.0414 
鉄鋼 0.0000 0.0000 教育・研究 0.0263 0.0252 
非鉄金属・金属製品 0.0026 0.0025 医療・保健・福祉 0.0440 0.0421 
一般機械 0.0006 0.0006 対事業所サービス 0.0159 0.0152 
電気機械 0.0493 0.0548 対個人サービス 0.1844 0.1763 
輸送機械 0.0345 0.0383 政府サービス 0.0027 0.0026 

:5.0 代替弾力性

:it 支出パラメータ

  1i
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GDP、消費、投資への影響
技術促進ケース

6,000

7,000

Baselineからの乖離2005年価格10億円
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1. 消費が抑えられ、投資が拡大する。投資の方がGDPに対する乗数効果が大きく、所得増
の結果として投資をさらに増加する。

2. 削減率を低くすれば、投資は減少する。GDPは前半で減少するが、後半では増加する。

20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

GDP(25%) 民間消費(25%) 投資(25%)

GDP(15%) 民間消費(15%) 投資(15%)

302010/9/11 環境経済・政策学会

資本と労働への影響
技術促進ケース

資本ストック 就業者数
Baselineからの乖離(2005年価格10億円) Baselineからの乖離(万人)
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投資活動が積極的になり、2020年に
資本ストックがBaselineと比較して増
加する。

経済活動が刺激され、2020年の就
業者はBaselineと比較して増加する。

低炭素社会への移行で資本ストックと雇用が増加する。

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

25%削減 15%削減

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

25%削減 15%削減
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シナリオ感応度

シナリオ
GDP 民間消費 政府消費 投資 就業者

10億円 10億円 10億円 10億円 万人

２５％削減・ なりゆきシナリオ -3,287 -660 -885 -1,743 -10 

25％削減・技術促進シナリオ 1,659 -400 151 3,650 25 

割引率：2％ 3,514 -934 351 4,097 31 

新エネルギー：Baseline並 1,985 -768 234 2,519 26 

家計の嗜好：Baseline並 -1,165 -1,653 -151 639 14 

代替弾力性：標準シナリオの2分の1 2,785 106 570 2,109 35 

参考 2005年Baseline水準 505,668 280,281 91,378 120,433 6,652

2020年Baseline水準 601,344 336,518 106,466 145,165 6,367

Baselineからの乖離：2020年の試算値

家計の嗜好の変化を考慮しない場合、2020年のGDPはマイナスとなるが、
途中年ではbaselineより増加していることに注意（スライド65参照） 322010/9/11 環境経済・政策学会
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シナリオ 変数 Forward Looking Recursive Dynamic 

モデルの構造と影響評価
2020年二酸化炭素排出量を1990年比25%削減

2020年試算値

技術固定
ケース

実質GDP 
▲３．３兆円 ▲６．３兆円

▲０．５５％ ▲１．０４％

就業者
▲１０万人 ▲５３万人

▲０．１５％ ▲０．８３％

技術促進
実質GDP 

１．７兆円 ▲３．８兆円

０．２８％ ▲０．６３％技術促進
ケース

就業者
２５万人 ▲１３万人

０．３９％ ▲０．２０％

4組の試算は、同一データ、同一パラメータで行われている。

332010/9/11 環境経済・政策学会

Forward Lookingモデル
25%削減・技術促進シナリオ(Baselineからの乖離)

家計消費構造の想定：Baselineと同じ

GDP 民間消費 政府消費 投資 就業者 GDP 民間消費 政府消費 投資 就業者

10億円 10億円 10億円 10億円 万人 ％ ％ ％ ％ ％10億円 10億円 10億円 10億円 万人 ％ ％ ％ ％ ％

2005 436 -767 57 1,146 7 0.09 -0.27 0.06 0.95 0.10 

2006 647 -765 79 1,334 7 0.13 -0.27 0.09 1.10 0.11 

2007 882 -773 103 1,553 8 0.17 -0.27 0.11 1.27 0.12 

2008 1,017 -818 63 1,773 7 0.19 -0.28 0.07 1.44 0.11 

2009 1,484 -847 72 2,260 8 0.28 -0.29 0.08 1.81 0.11 

2010 2,000 -903 80 2,824 8 0.37 -0.30 0.08 2.23 0.13 

2011 2,587 -992 95 3,485 9 0.48 -0.33 0.10 2.72 0.14 

2012 2,448 -858 90 3,216 9 0.45 -0.28 0.09 2.47 0.13 

2013 2,224 -784 79 2,930 8 0.40 -0.25 0.08 2.22 0.13 

2014 1 921 767 61 2 627 8 0 34 0 25 0 06 1 96 0 122014 1,921 -767 61 2,627 8 0.34 -0.25 0.06 1.96 0.12 

2015 1,542 -802 36 2,308 8 0.27 -0.25 0.04 1.70 0.13 

2016 1,095 -887 7 1,976 9 0.19 -0.28 0.01 1.44 0.14 

2017 588 -1,019 -28 1,634 9 0.10 -0.31 -0.03 1.17 0.15 

2018 31 -1,193 -66 1,290 11 0.01 -0.36 -0.06 0.91 0.16 

2019 -561 -1,406 -108 954 12 -0.09 -0.42 -0.10 0.67 0.19 

2020 -1,165 -1,653 -151 639 14 -0.19 -0.49 -0.14 0.44 0.21 

342010/9/11 環境経済・政策学会

削減率を高めればどうなる。
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GDP(25%s) 就業者数(25%s)

GDP(15%s) 就業者数(15%s)

1. イノベーションを固定したまま削減率を高めれば、GDP・雇用の増加率は低くなる。
2. 高い削減目標に呼応したイノベーションが生ずれば、GDP・雇用の増加率は高くなる。
3. ベースラインからの乖離がプラスになる削減率には上限がある。

352010/9/11 環境経済・政策学会

物価に対する影響
技術促進ケース
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1. 排出量をグランドファザリング（無償）で配布。（または、オークション収入を当該産業に
一括還付する。）

2. 帰属排出量収入（またはオークション収入の一括還付）を原資として価格を引き下げる。
3. 1と2から、限界削減費用と物価水準を切り離すことが可能。

電力料金(25%) 消費者物価(25%) 補助金込み電気料金(25%)
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限界削減費用に比して電力価格等が低い理由

1. 排出量をグランドファザリング（無償）で配布。

削減費 応 格を き げ 排 応2. 限界削減費用に応じて価格を引き上げるか、帰属排出量収入に応じ
て価格を引き下げるかは企業の選択。

3. しかし、企業は帰属排出量収入に応じて価格を引き下げる。
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4. 自然エネルギーへの補助金は、電気料金の上乗せではなく、家計が
事業者に直接支払う。
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生産額(単位：10億円）： 25%削減
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生産額の伸び率(単位：%） ： 25%削減
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就業者数伸び率(単位：%） ： 25%削減
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就業者数(単位：万人） ： 25%削減
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国民可処分所得 雇用者所得

国民可処分所得(GDPから固定資本減耗を控除)は、資本ストックの
増加により固定資本減耗が積みますことで低下。

442010/9/11 環境経済・政策学会



2010/9/12

12

1. 本ＣＧＥモデルの最大の特徴は、2020年までの全期間を通じて効用・利潤

の最大化が実現する構造であること。タスクフォースで用いられたＣＧＥモ
デルは いずれも １年単位で効用・利潤の最大化が前提である。また本

まとめ (1)

デルは、いずれも、１年単位で効用 利潤の最大化が前提である。また本
モデルでは、イノベーションの促進等の効果を積極的に取り入れて試算し
ているのも特徴。

2. 本モデル及び、タスクフォースのモデルの分析結果を勘案すると、税収の
温暖化対策への積極的な活用等、適切な政策の導入はGDP損失を緩和。
更に、技術革新や費用低下を考慮すれば、GDPや雇用が増加するなど、
経済にプラスの影響を及ぼしうる。

45

3. 温暖化対策のための投資費用を負担と考えるのではなく、新たな成長の
柱と考えることが重要。低炭素社会構築のための投資は市場・雇用の創
出につながりうることから、新たな産業や市場の創出、イノベーションの促
進が進むような政策措置を講じていくことが肝要。
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4. ベースラインケースと比べてGDPや雇用にプラスになるのは、Forward 
Looking型でかつ技術促進ケースの場合に限定されるが、経済モデルは
Forward Looking型Intertemporal optimizationモデルが主流。

まとめ(2)

Forward Looking型Intertemporal optimizationモデルが主流。

5. もちろん、CO2の削減割合を高めれば高めるほど、経済が良くなる、という

訳ではない。

6. 「国民負担」を正確に示すには、相当の困難が伴う。各種指標を見て、各自
が判断するしかない。

 通常の経済モデルは、平均的な家計への効果・影響を分析。しかし、「平
均的な家計 そ も が架空

46

均的な家計」そのものが架空。
 また、「家計」を適切に表現するマクロ指標が不在。国民可処分所得、家

計可処分所得、雇用者所得のいずれについても、一般国民が想像する
「家計」を表わしている指標とは必ずしも言えない。

 温暖化による経済的被害は一切考慮されていない。
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